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論文内容の要旨 
本論文は、売買契約において買主に引き渡された目的物が契約適合性を欠く場面を規律す
るべき法体系のあり方を、主として、本論文の筆者の母国である中国法に即して考察するも
のである。本論文で扱われる場面は、日本民法における伝統的な用語法に従えば、いわゆる
瑕疵担保責任の規律領域と大きく重なるが、本論文の筆者は、近時いくつか現れている国内
法改正及び国際的契約準則の状況を分析・検討の視野に入れつつ、この問題を売主の「責任」
ルールとして位置付けるのでなく、売買目的物の契約適合性に関する当事者の合意に視点を
移すことを提言するとともに、損害賠償や解除と並立する特定救済（現実的履行）システム
の改革により、契約当事者の適切な利害調整と法体系の統一的把握を図るべきことを示唆す
るものである。 
本論文においては、その筆者が持つ問題意識の提示、中国における従来の研究状況、本論
文が採る研究手法及び論文構成を略述する第１章（序論）に続けて、第２章（欠陥保証責任
の後退）において、中国の法律実務に内在する諸問題が、同国の裁判例の分析を通じて描き
出される。そこでは、まず理論的観点から、欠陥の保証責任と契約違反一般との関係をどの
ように把握するかが問題となることが指摘された上で、裁判例の中で使用されている「欠陥
保証責任」の多くが、実は売主の義務――すなわち、目的物が品質または数量において一定
の条件に合致していることを保証する「義務」――に着目しているという分析結果が導き出
される。そして、本論文の筆者は、中国の契約法理論において、欠陥の保証責任と契約違反
一般の関係については、従来、用語上の混乱が生じていたが、理論的には売主の義務に着目
した一元的理解へと収斂するべきであり、裁判例の分析も、こうした理解の正当性を裏付け
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るものと説く。本論文の筆者は、併せて、類似の問題性を抱えていたドイツ民法においては、
２１世紀になって行われた「債務法現代化」により不履行に対する統一的な法的救済システ
ムを採用するに至ったことを指摘し、また、現在日本において進行中の債権法改正をめぐる
議論の中でも、同じ姿勢が明確に表れていることに注意を喚起する。 
続く第３章において、本論文の筆者は、分析のための基本的道具立てを再構成する。従来
の学説は、「法的救済」を分析の中心に置いてきたが、本論文の筆者は、それに代えて、「契
約上の義務」の構造に焦点を当て、また、契約違反の法的効果を分析するに際しては、伝統
的な「欠陥」概念に代えて、「契約不適合」を採用するよう示唆する。その結果、分析の中心
に置かれるべきは、売主が「契約に適合した目的物を提供する義務」ということになる。 
ただし、伝統的な中国最高人民法院の売買契約法に関する司法解釈（2012 年）の中には、
「欠陥」保証という概念が用いられているので、本論文の筆者は、この概念を、売主が「契
約に適合した目的物を提供する義務」と適合するよう再定義することを試みる。すなわち、
中国契約法は、売主が、(a)合意において「指示された品質条件」（153 条）、(b)売主が定め
たサンプルと同等の「品質指定」（153条、168条）及び(c)前記 2つの条件がない場合には諸々
の補助的基準（例えば「国家標準」、「工業標準」、「慣習上の標準」、「その他、契約目的に合
致した特別な標準」（62条））に従うよう求めているところ、このうち前 2 者は、合意の内容
から明らかに生じる義務として、また、後 1 者は法定された「黙示の内容」として理解され
るべきものである。すなわち、上記司法解釈は、売主の義務内容を決定するための補助的基
準として機能するというのが、本論文の筆者による分析結果である。 
第４章は、中国法において、契約に適合しない目的物を引き渡した売主の治癒権（right to 
cure）を導入する意義を検討することに充てられている。契約不適合に対する法的救済シス
テムについて規律する中国契約法は、複数の法的救済手段相互間の優先順位を定めていない
（111 条）。したがって、買主は、修理、交換、返品、損害賠償、代金減額などのうちから、
自己が合理的であると考えるものを自由に選択することができる。本論文の筆者は、このこ
とに２つの問題が含まれていると指摘する。 
その１つは、いかなる法的救済手段が行使されるかは買主に依存し、当事者間の利益に不
均衡を生じさせることである。比較法的にみると、ドイツ法は、損害賠償または代金減額よ
りも追完的履行を優先させ、また、買主は、原則として他の法的救済手段に訴える前に履行
のための付加期間を設定しなければならないと規定している。また、アメリカ法は、売主に
いわゆる治癒権を与え、買主からの契約解除を封じる仕組みを採用している。目下進行中の
日本の民法（債権関係）改正論議においても、売主の追完権を導入するよう提案がされてい
る（2009 年の「債権法改正の基本方針」の時点における提案）。アメリカ法及び日本民法改
正提案は、買主に対し、原則として、追完ないしは治癒のために合理的期間の経過を待つよ
う求めるものである。これに対し、中国契約法において、買主は、追完ないしは治癒のため
の付加期間を設定する義務も、また、合理的な治癒を受け入れる義務も負わない。こうした
システムは、明らかに、契約当事者間の不公平かつ利益の不均衡をもたらす。 
もう１つは、売主の治癒権という手段を採り入れなければ、法的救済システム内部の不統
一を招くことである。例えば、中国契約法において、買主には法的救済手段を選択する広い
裁量権があるとされつつ、買主が契約を解除するためには、契約に適合しない目的物が引き
渡されたことにより契約の目的が達せられないこと、という厳しい要件が付されている（94
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条）。 
本論文の筆者は、こうした考察を経て、当事者間の利益の均衡を図り、かつ、法的救済シ
ステム内部における不統一を回避するために、中国契約法に「治癒権」を導入することが適
切であると説く。 
第５章では、契約に適合しない目的物が引き渡された場合に、買主が持つ複数の法的救済
手段のうち、目的物の受領を拒絶する権利及び代金減額の構造について論及される。 
まず、買主の受領拒絶権と追完請求権の位置付けが、検討の俎上に載せられる。本論文の
筆者によれば、この２つは、いずれも、品質または数量における目的物の契約不適合に対抗
する買主の法的手段であって、売主に追完または修補を行うよう促す効果を持ち、また、契
約解除の「緩衝帯」となるという共通点を持つ。したがって、追完請求権が確立し、かつ、
契約関係を終了させるために契約解除権が準備された法体系においては、履行拒絶権を重ね
て導入することは、不要かつ不適切であるとされる。こうした考察の後に、本論文の筆者は、
この２つの法的救済手段を共に定める中国契約法を解釈する上で生じる問題点について論じ
ている。 
また、代金減額については、この買主の権利が形成権または請求権のどちらなのか、そし
て、法体系の中でこの権利を正しく位置付けることができるか、という考察視点が提示され
る。ドイツ法は、代金減額を形成権と構成しており、中国の法学者の中には、ドイツ流の構
成を支持する者もあるが、そこでは、ドイツにおける代金減額権が厳格な解除権行使の要件
に服すること（品質及び数量の重大でない不適合は除外されること）が看過されていること
を指摘する。本論文の筆者によれば、こうした視点を欠くまま代金減額権を形成権と構成す
れば、過度の買主保護という結果を招き、法的救済システム内部における不統一と当事者の
利益の不均衡をもたらすことが懸念される。一方、アメリカ統一商事法典及（§2-727）び英
国動産売買法（§48Ａ）は、いずれも代金減額を請求権としている。総じて、ドイツ法に定
める代金減額権は、帰責性を要件とする損害賠償とは異なる対価的均衡の回復、したがって
契約の一部解除という性質を持ち、契約解除の要件に服する。一方、中国契約法においては、
契約不適合を理由とする損害賠償はフォートを要件とせず、また、中国の実定法には形成権
理論を支える道具立てが存在しないため、代金減額権をドイツ流に構成することは適切では
ない。本論文の筆者によれば、中国契約法における代金減額は、実質的に契約の一部改訂を
裁判所に請求する権利と理解されるべきであり、そのように解釈してこそ、契約当事者間に
おける利益の均衡を維持し、また、体系的一貫性を確保することが可能になるとされる。 
第６章及び第７章においては、契約に適合しない目的物の引渡しを受けた買主が、売主に
対し、権利を行使するための期間制限について論じられる。第６章は、目的物を検査するた
めの期間と契約不適合を通知するための期間とを区別する意義が取り扱われる。この問題に
ついて、ドイツ法、アメリカ法及び国際物品売買に関する国際連合条約が検査期間と通知期
間を明確に区別しているのに対し、中国契約法は、両期間を同一視しており（157 条、158
条）、買主にとって過酷な結果をもたらしている。本論文の筆者は、当事者意思を拠り所とし
て法の規定を縮小解釈し、検査期間と通知期間とを切り離すことにより、検査により判明し
た契約不適合を通知する期間を設定すること、当該期間の長さは、関連する諸規定に基づき
合理的に決定されるべきことを示唆する。また、第７章は、契約不適合を通知するための合
理的期間の決定について論じられる。この問題に関する中国の裁判実務及び学説は、区々に
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分かれている。本論文の筆者は、この問題を適切に扱うためには、ある程度の固定的期間設
定により当事者にとっての予測可能性を高めるか、買主からの通知の遅延により売主が酷な
立場に置かれることを回避するか、という政策判断に還元することが必要であると説く。そ
して、中国の裁判官が、いずれかといえば制定法ルールを硬直に適用する傾向にあることを
考慮し、通知のための期間は、買主が通知を怠ることにより売主が実質的に害されることを
防ぐに足りる合理的期間と解されるべきことを示唆する。 
こうした考察を受け、第８章は、本論文から得られた帰結及び将来の課題を整理する。す
なわち、売買契約において買主に引き渡された目的物が契約適合性を欠く場面を規律するた
めには、問題解決のための中核概念を「目的物の契約不適合」に一元化して捉えた上で、売
主の治癒権を適切に構成して買主の権利行使との公平・均衡を図るべきこと、買主に追完請
求権が認められている以上、これと重ねて受領拒絶権を与えることには慎重であるべきこと、
代金減額は、契約の改訂を求めるという見地から請求権として構成されるべきこと、といっ
た実体的な権利構造が描き出される。また、権利行使の期間制限という観点から、買主が契
約不適合を通知する合理的期間の設定に係る検討と提言が行われている。そして、最後には、
今後に残された課題として、契約上の義務内容を決定するための理論構成が、情報開示に関
する研究と相俟って進められるべきこと、また、実務上の重要性を帯びる損害賠償の範囲及
び算定の問題が研究されるべきこと、が挙げられ、本論文が締めくくられる。 
 
論文審査結果の要旨 
 本論文の主題は、売買契約における売主の債務不履行（中国契約法においては「違約責任」）
の中心的課題であり、理論及び実務の両面において解決を迫られる多数の問題を含む領域である。
この分野においては、世界の法系により歴史的に異なる法システムの発展が見られ、また、近時
は、国際的契約ルールの定立が試みられている結果、それをも反映して、幾つかの国内法におけ
る立法や改正においても議論が盛んである。本論文の筆者は、契約当事者の適切な利害調整と法
体系の統一的把握という視点を設定し、売買契約において契約に適合しない目的物が提供された
場合における中国契約法の規律を整序し、理論的及び実務的に妥当な解決を図るための提言を試
みるものである。 
 本論文が設定する考察の視角として特筆されることを、２つ指摘することができる。その１つ
は、この問題を検討する上で重要なことが、契約に適合しない目的物を引き渡された買主に与え
られる諸権利ないしは法的救済手段でなく、売主が契約において引き受けた義務内容の分析・検
討であると指摘することである。もう１つは、契約違反の法的効果を考察するに当たり、視点を
従来の買主の諸権利から売主の治癒権（追完・修補権）に転換するよう示唆することである。本
論文の筆者は、この前者を基本的分析手法の転換と捉え、後者を特定履行システムの改革と位置
付ける。 
 第１の点、すなわち債務不履行（契約違反、違約責任）の規律を分析・検討する際、最も重視
されるべきは債務者が契約において引き受けた義務の内容であるという認識は、必ずしも本論文
の筆者の独創にかかるものではない。日本においても、債務の履行過程における帰責性判断（故
意・過失の認定）とは異なる次元における契約締結時の義務設定が、債務者の責任決定の鍵を握
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るという理解は、とりわけ近年有力な考え方となっている。しかし、中国においては、比較法に
依拠しつつ契約上の義務に焦点を当てて考察する先行研究は、それほど多くなかった。それに加
えて、本論文は、中国契約法が施行された1999年10月1日から2012年までの欠陥保証責任に関する
中国の裁判例を分析し、その多くは、目的物が品質または数量において一定の条件に合致してい
ることを保証する「義務」に着目しているという分析結果を示している。契約の義務設定につい
て、こうした判例研究を含めて得られた知見には、新規なものがある。日本においても、売買目
的物の契約不適合が問題となった裁判例は多数あり、判例研究も然りであるが、その多くは損害
賠償の範囲、修補請求及び解除の可否といった効果論に関心を寄せており、意識的に義務の分析
に着眼した総合的な研究は、少数にとどまっているといえよう。その意味において、本論文は、
この研究分野における総合的な判例分析・検討の有用性を示す貴重な内容を含んでいる。 
 第２の点、すなわち買主が売主に対して行使する諸権利から、売主が自ら契約不適合を治癒す
る権利への転換という視点について見ると、これを契約当事者の適切な利害調整と法体系の統一
的把握という角度から考察を試みたところから、本論文の筆者の優れた着想を窺うことができる。
本論文の筆者が、その全体を通して契約当事者の適切な利害調整を意図したことに照らして、買
主の請求権と売主の治癒権との均衡点を探ろうとすることは予測されるところであるが、売主の
治癒権を認めるために、売買法の体系上どのような克服すべき問題があるかを検討したことは、
従来よりも一歩進んだ研究の到達点を示すものと評することができる。ドイツ法及びアメリカ法
が当事者の利益の均衡を念頭においた制度を法の中に組み込んでいるのに対し、中国法がこれら
法系に比肩する法システムを獲得するためには、治癒権の導入が不可避であると説く本論文は、
中国法の今後のあり方にとって貴重な示唆となるであろう。なお、この権利（日本では「追完権」）
の導入は、日本において現在進行中の民法（債権関係）改正作業においても１つの論点とされて
おり、2009年に公表された「債権法改正の基本方針」において導入が提案され、2011年4月の「中
間的な論点整理」の段階でも検討を継続する方向が示されていたが、近く公表予定の「要綱仮案」
では導入が見送られる模様である。したがって、本論文が指摘する売主の治癒権導入の必要性と、
日本の民法（債権関係）改正において追完権導入が見送られるに至る議論の過程との間で視線の
往復を試みることは、今後の日本における追完権に係る議論に対しても有益な示唆となるであろ
う。 
 以上に見たとおり、本論文は、債務不履行論の中心的諸課題に意欲的に取り組み、そこでの考
察課題を広く視野に入れた上で、当事者の適切な利害調整及び法体系の統一的把握を常に念頭に
置きながら、中国契約法に即した解釈上及び法改正上の提言を行うものであり、同法の体系的把
握とその問題点を明らかにし、かつ、幾つかの個別論点における具体的示唆を導き出すことに成
功している。考察に際しては、従来必ずしも積極的に行われてこなかった判例の総合的な分析を
試みることにより、欠缺していた研究視点を補完するという独自性や、この研究を進める中で連
続して現れ、かつ、相互に連関を有する諸問題について、当事者の利益の均衡と体系的一貫性の
維持という一貫性を持って分析・検討を行うという高度な研究能力が示されている。また、この
主題が、日本において進行中の民法（債権関係）改正の動向と軌を一にすることから、今後の日
本における研究にも有益となる個別視点を幾つか含んでいることも特筆されるべきである。 
 しかし、本論文には、幾つかの問題点が伴っていることも指摘されなければならない。 
 その１つは、本論文のように債務不履行の典型的な場面を念頭に置いて総合的・体系的な研究
を試みるのであれば、契約の解除及び損害賠償の検討が必須であると考えられるにもかかわらず、
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本論文においては、解除は断片的に検討素材とされているにとどまり、損害賠償の問題について
は触れられていない。特に、本論文の眼目の１つが、売主の治癒権という契約関係の維持による
公平な法的解決の実現である以上、契約関係から当事者を離脱させる解除との緊張関係を説明す
ることが強く望まれたところであるといえよう。また、債務不履行における当事者間の利害調整
を図る最後の調整手段は損害の塡補であるという考え方もあり得るところであり、この点につい
て筆者がどのような研究の方向性を思い描いているか、言及がないのは遺憾であった。 
 もう１つ、本論文においては、日本法（民法（債権関係））も中国法との比較検討素材として
取り上げられており、本論文が日本法の改正動向にとっても有益となることを望む旨が記されて
いる。確かに、本論文で検討素材とされた個別論点の幾つかは、日本の民法（債権関係）改正論
議の俎上にも載せられているものであるが、本論文がフォローする日本法の文献は、ほぼ2010年
頃までのものにとどまっており、やや中途半端な感は否めない。 
 しかし、第１の点については、本論文は、売買契約上の義務の分析が必要であることと、売主
による義務違反があった際に契約関係の存続――筆者が導入の必要性を強調する売主の治癒権も
この文脈で捉えることができる――が優越すべきことを浮き彫りにするところに注力したものと
理解することができ、現に損害賠償については、残された課題として筆者自身が自覚するところ
でもある。また、第２の点についても、民法（債権関係）改正の論議が急ピッチで進められてい
ることに照らすと、中国に在住する筆者にこれをフォローする活字資料の入手を求めることは、
いささか酷に過ぎるであろう（2010年頃までの論議については、日本語の一次資料に丁寧に当た
っていることが伺える）。したがって、以上のような問題点があったとしても、それは本論文の
価値を決定的に減殺するものではないといえよう。むしろ、本論文の筆者が、広範な分析・検討
の対象を把握する視点の的確さを備えていることに鑑みると、本論文を基礎として契約解除、契
約上の義務分析、損害賠償論など、この筆者が本論文の延長線上に現れてくる重要な領域の研究
を進め、今後の契約法研究に貢献することが大いに期待されるといってよいであろう。 
 以上により、本論文を、博士（法学）の学位を授与するに値するものと認める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
